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当社は消音器から無響室まで、お客様の音環境作りを 

トータルにサポートするエンジニアリングメーカーです。 

お客様の満足度向上を第一に考えながら、環境へも 

配慮した製品とサービスをご提供しております。 

 

 

 

 

放蒸用消音器 

型式：BOC-900NLF 
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１．組織の概要 

 

・事業所名及び代表者氏名 

 

  株式会社フジイサウンドテクノ 

代表取締役 山﨑 雅和 

 

・所在地 

 

本  社：東京都新宿区戸塚町 1 丁目 101 

分  室：東京都西早稲田 1 丁目 1-3 フジウラビル 2F 

 

・環境管理責任者氏名及び担当者連絡先 

 

環境管理責任者（担当者と兼務） 

営業グループ兼総務部主任 小澤 洋子   

TEL：03-3203-1403 FAX：03-3200-5228 

Ｅメール：silencer＠soundtechno.co.jp 

 

・事業活動の内容 

 

消音器・防音カバー・プラントの防音対策・無響室の設計.施工管理 

 

・事業の規模 

 

  

 本社 分室 

従業員数 8 名 来客時・会議に使用 

延床面積 59.51 ㎡ 32.73 ㎡ 

 

当社は、全組織・全活動を対象としています。  
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２．環境経営組織図及び役割・責任・権限表 

 

 

1人 4人 2人

対象者 　　　　　　　　　　　　　役割、責任及び権限

代表者

１．取り組みの対象組織・活動の明確化　(要求事項１)
２．代表者による経営における課題とチャンスの明確化（要求事項２）
３．環境経営方針の策定、全従業員に周知　(要求事項３)
４．実施体制の構築（要求事項７）
５．代表者による全体の評価と見直し（要求事項１４）
６．環境経営レポートの承認
７．EA21を運用し、維持するための経営資源を用意
８．その他

環境管理責任者
（ＥＡ２１事務局）

１．環境負荷と環境への取組状況の把握及び評価(要求事項４：事務局担当)
２．環境関連法規の取りまとめ（要求事項５：事務局担当）
３．環境経営目標及び環境経営計画の策定（要求事項６）
４．環境コミュニケーションの実施（要求事項９）
５．取組状況の確認・評価、並びに問題の是正及び予防（要求事項１３）
６．文書類の作成・管理（要求事項１２：事務局担当）
７．環境経営レポートの作成・公表（事務局担当）、確認（環責）
８．その他

部門責任者

１．教育・訓練の実施（要求事項８）
２．実施及び運用（要求事項１０）
３．環境上の緊急事態への準備及び対応（要求事項１１）
４．その他

全従業員
１．環境経営方針の理解及び環境問題の現状と環境への取組の重要性の認識
２．環境経営目標、環境経営計画などに基づくEA21活動の実施
３．EA21活動に関する提案

環境管理責任者
（ 常務取締役 ○○○○ ）

管理部門責任者
（ 総務部長 ○○○○ ）

工事部門責任者
（ 工事部長 ○○○○ ）

経営者
（ 代表取締役 ○○○○ ）

ＥＡ２１事務局
（ 総務部 ○○○○ ）

営業部門責任者
（ 営業部長 ○○○○ ）

代表者
（ 代表取締役 山﨑 雅和 ）

ＥＡ２１事務局
（ 総務部主任 小澤 洋子 ）

営業部門責任者
（ 営業G長 津田 治樹 ）

環境管理責任者
（ 総務部主任 小澤 洋子 ）

管理部門責任者
（ 総務部主任 小澤 洋子 ）

設計・生産部門責任者
（ 生産G長 森 正夫 ）
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３．環境経営目標及びその実績 

３-１. 環境経営目標 

 
※基準年度は、20１9 年 1 月～2019 年 12 月 

※CO2 排出係数は、H28 年東京電力エナジーパートナー㈱の調整後排出係数 0.474kg-CO2/kWh を使用した。 

 

３-２.  12 ヶ月運用結果（2022 年 1 月～2022 年 12 月） 

 

○目標達成 △目標未達成但し基準年度より改善 ×目標未達成 

１．二酸化炭素排出量削減

・電気　　　（kWh／年） 8,787

・ガソリン　（L／年） 2276

・CO2合計（kg-CO2／年） 9,449

・CO2原単位（kg-CO2／万円） 0.315

２．一般廃棄物排出量の削減
（kg／年）

896

３．水使用量の削減（㎥／年） 18

４．グリーン購入の推進 15％

５．受注率の向上（受注率） 30％

18.8％ 19.5％ 20.25％

37.5％ 39％ 40.5％

△4％ △4％ △4％

△3％ △3％ △3％

△3％ △4％ △5％

△3％ △4％ △5％

△4％ △5％ △6％

△4％ △5％ △6％

2019年度
基準年度

2022年度 2023年度 2024年度

１．二酸化炭素排出量削減

・電気　　　（kWh／年） 8,787

・ガソリン　（L／年） 2,276

・CO2合計（kg-CO2／12ヵ月）

(CO2総排出量)
9,449

・CO2原単位（kg-CO2／万円） 0.362

２．一般廃棄物排出量の削減
（kg／年）

866

３．水使用量の削減（㎥／年） 18

４．グリーン購入の推進（％） 15％

５．受注率の向上（受注率） 30％

基準年同月 目標 実績 目標達成状況

△3％　9,071 8,651 〇

△3％　0.351 0.468 ×

△4％　8,436 9,336 ×

△4％　2,185 1,820 〇

18％ 38％ 〇

38％ 29％ ×

△4％　831.7 375 〇

△3％　17 7 〇
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4．環境経営計画及び取組結果と評価ならびに次年度の取組内容        
                                

  

 

 

停車時のアイドリングストップの励行

急加速・急停車の防止

定期的にタイヤ空気圧をチェック

冷房の控え目使用

車両以外の交通手段を併用

働き方改革での残業削減による削減

1年を通して目標値を上回っ
てグリーン購入が出来てい
る。

前年度の取組を維持。環境配慮事務用品等の購入

2）受注率の
向上

仕事の選別
今期はコロナ及び世界情勢に

より物価が高騰。その為受注が

伸びなかった。

お客様からの要望があれば感
染対策を行った上で迅速に現
地に向かい説明をするなどの
営業努力を強める

業務の効率化（情報の共有）

1）グリーン購
入の推進

グリーン購入に留意した購入

水使用量の
削減

節水の意識を高め、徹底 テレワークを行う事で事務所
に常駐する社員が少なくなり
水道の使用量が減った為、
目標が達成できた。

前年度の取組を維持。

2）化石燃料
使用量
の削減

ガ
ソ
リ
ン

テレワークの継続の他、出張
時車両の使用を控え公共交
通機関の利用を積極的に
行った事でガソリンの使用量
が減り目標を達成できた。

前年度の取組を維持。

テレワークでの作業を行いや
すくし、出勤を減らす事で電力
使用量の削減を目指す。
その為の取り組みとして、書
類をデータ化し、自宅での作
業の効率化を図っていく。

前年度の取組を維持。

ミスコピーの削減

ミスコピーの裏紙使用

シュレッター排紙のリサイクル化

電子メディアによるペーパーレス化

節水シールの貼り付けとポスター掲示

1）廃棄物
排出量
の削減

分別管理の周知徹底
事務所常駐者が減った事及
び、ペーパーレス化に向け紙
媒体をPDF化。
資料作成時PDFへの変換を
意識するようになり紙の使用
量が減少、目標を達成でき
た。

1）電力使用
量の削減

空調温度の適正化（冷房28℃、暖房20℃）

前期に引き続き細かい節電
を心掛けた事で上期は目標
を達成できたが、下期はエア
コンをフル稼働が目立ち目標
を達成できなかった。

使用していない部屋のエアコンの電源をオフにする

休憩時間は照明をオフにする

コピー機のスリープモード設定

働き方改革での残業削減による削減

環境経営
目標項目

環境経営計画 取組結果と評価 次年度の取組内容
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５．環境関連法規などの遵守状況の確認及び評価の結果、並びに違反・訴訟等の有無 

  当社に関係する環境関連法規などは下記の通りですが、遵守状況を 2022 年 1 月に確認した結果、違反は

ありませんでした。 

また、関連機関からの違反等の指摘、環境関連の訴訟も過去３年間ありません。 

 

 

６．外部からの環境上の苦情・要請等 

  今期は外部からの環境上の苦情、要請ありませんでした。 

 

７．避難訓練 

 

テレワーク実施の為社員揃っての実施は出来ず。 

避難経路の確認及び出社不可能時の対策について社員へメールを一斉送信。 

内容を確認した者より実施責任者：小澤へメールにて返信。全員の確認が取れた。 

 

【送信内容】 

・避難経路の地図 

・災害での出社不可時は自宅にて待機。 

・上長は部下の安否確認を行い、代表者へ連絡。 

※災害当日は混乱が予想される為、上長も身の安全を優先し、情報収集は出来る範囲で行う事。 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（廃棄物処理法）(一般廃棄物の処理)

〇

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
(廃棄物処理法)（産業廃棄物の適正処理）

―

特定家庭用機器再商品化法
（家電リサイクル法）

〇

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律
（小型家電リサイクル法）

〇

使用済自動車の再資源化等に関する法律
（自動車リサイクル法）

〇

遵守状況
確認・評価

区分 環境関連法規等名称

廃棄物

資源循環
（リサイクル）

H 避難経路の地図（メール添付） 

路
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８．代表者による全体の評価と見直し・指示 

 

見直実施日：2022年4月18日

　

【環境経営システム等】

社長統括

当社の事業活動環境をみると、人の移動を伴わないテレワーク、WEB会議などを実施するこ
とができる場所が大いにあるものと考えられる。オフィスでの活動のミニマム化や移動方法の
変革によってさらにエコを推進できると考える。小規模事業所のメリットを生かし、今後も構築
したエコシステムを継続してゆくものとする。

評価

環境関連法規は正常に遵守されている。
環境経営目標の電力使用量については目標未達だが、業務全般に対しエコを意識した活
動が継続されており環境経営システムは機能していると判断される。
外部からの苦情なども無い。
その他特に問題は起こっていない。

見直し・指示

【環境経営方針】

☑　変更なし
□　変更あり

コロナ禍の状況においてテレワーク化を図り、環境経営システムの機
能を維持させた。小規模な事務所であるためCＯ2総量は電力量より
もガソリン使用量に大きく影響を受けることが判明した。電力使用量の
減少努力を継続しつつ、ガソリン（社用車）の使用料の減少努力に注
力するように計画の変更をしてゆく。

【環境経営目標及び環境経営計画】

□　変更なし
☑　変更あり

弊社の経営環境は事務所作業のため（電力：冷暖房）（ガソリン：現場移動）が
主要因になり、業務作業量により二酸化炭素排出量の増減が起こっている。統
計を取り始めて年数が浅く、基準年とするデータの正当性が不明瞭と感じる。現
在はコロナ禍という劇的変化の年であるため、今後、増加が見られた電力の使
用量等を注視し、必要に応じ基準年度の見直しを行ってゆく。

【実施体制】
☑　変更なし
□　変更ありコロナ禍においてシステムが機能しているので現状の体制を維持、

継続してゆく。

☑　変更なし
□　変更ありコロナ禍においてシステムが機能しているので現状の体制を維持、

継続してゆく。


